
〔所管省庁名：　厚生労働省〕

１．名称 介護保険業務

２．根拠法令 介護保険法第４章第３節～第５節、第７章、第１０章、地方自治法

３．実施主体 市町村、国民健康保険団体連合会

４．従事者数 別紙資料Ｐ７参照

５．予算額 国庫負担総額１兆７９２１億円（平成１６年度）

６．事業の内容

主な市町村事務
（１）被保険者の資格管理に関わる事務、（２）要介護認定・要支援認定に関わる
事務、（３）保険給付に関わる事務、（４）保険福祉事業に関わる事務、（５）市町村
介護保険事業計画の策定に関わる事務、（６）保険料の徴収に関わる事務、（７）
条例・規則等に関わる事務、（８）会計等に関わる事務、（９）介護保険制度関連
の他制度に関わる事務、（１０）その他

７．民間移管の
　　具体的内容 別紙資料参照

８．更なる民間開放
　　についての見解 別紙資料Ｐ６他参照

官業民営化等ＷＧヒアリング調査票（給付、徴収業務）
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介護保険分野における
民間参画の状況について
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○ 保険給付を行う指定事業者として、株式会社等の営利法人を含め、ＮＰＯ等
の多様な主体の参入を認めるなど、介護保険制度は規制緩和の潮流の中
で制度が創設されており、社会保険分野として画期的な制度である。

介護保険給付についての
民間参画の状況について

２，０５８件（０．６％）非営利法人（ＮＰＯ）

３，１８８件（０．９％）民法法人（社団・財団）

２３，３３６件（７．０％）社会福祉法人

３３０，５５９件（１００．０％）合計

７０，１１４件（２１．２％）個人等

４０，６６４件（１２．３％）営利法人

１２９，３５７件（３９．１％）介護保険制度創設前からの事業者等

５，９５５件（１．８％）地方公共団体

５５，８８７件（１６．９％）医療法人

平成１６年４月現在指定件数法人種別

【居宅介護サービス事業者の内訳】
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◇ 民間事業者の参入によりサービスの量は確保された反面、基準違
反、指定取消の件数は増加している。

８事業者４事業者２事業者１事業者１事業者その他

１７事業者７事業者４事業者３事業者３事業者医療法人

８９事業者４７事業者３０事業者９事業者３事業者営利法人

７事業者

―

―

平成12年度

１４２事業者７２事業者４４事業者２０事業者合計

１６事業者７事業者５事業者４事業者社会福祉
法人

１３事業者７事業者３事業者３事業者特定非営利
法人

合計平成15年度平成14年度平成13年度

※複数年度で取消を受けている事業者がいるため、合計において一致しない。

【指定取消を受けた事業者数】
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介護費用の審査・支払について

○ 介護費用の事業者への支払いは給付内容の審査と一体で行われており、当該給付
が法に適合しているか否かの判断も同時に行っている。

○ 保険給付の審査・支払については、市町村が所在都道府県の国民健康保険団体
連合会に委託を行うことができることとなっている。国保連合会には審査委員会
が設けられており、審査のため、必要な場合は事業者に出頭を求める権限が与え
られている。

○ 事業者は、自己の所在地の都道府県の国保連合会に請求すればよい仕組み。国
保連合会は全国２，８００の保険者に請求を行い、全国で相互決裁を行うため、
これを委託によって行う場合には全国一系統の機関が求められる。

○ また、新規に委託を行うにあたっては、守秘義務について徹底させることはも
ちろん、個人情報保護等の観点からも注意を要する。
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介護保険業務に関わる事務・事業の
アウトソーシングについて

【委託等により、現に保険者の事務負担軽減がなされている業務】

l 保険給付の審査・支払＝国保連合会（前述）

l 要介護認定のための訪問調査＝民間のケアマネ事業所（居宅介
護支援事業者等）

l 要介護認定審査会（介護給付を行う対象者であるか否かの要介
護度の判定）＝都道府県へ委託可能

l 第１号保険料の徴収＝全体の８２％について、年金支払額から
保険料を差し引いて年金保険者が支払い
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介護保険料の徴収について

○ 保険料の徴収については、６５歳以上の者の保険料のうち、金
額ベースで約８２％が年金からの天引きにより徴収（特別徴収）
されているところである。

○ 市町村が自ら徴収する残りの約１８％の部分（普通徴収）につ
いても、次期法改正において私人委託（コンビニエンスストア等
による納付）を可能とする方向で検討。（来年の法改正において
対応する旨、内閣官房構造改革特区推進室宛回答済）

○ 介護保険料の一部は、地方税である国民健康保険税として徴収
されている。
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介護保険事務従事者について

○ 介護保険事務に関わる者の数 ： １３５万人
（出典）介護サービス施設・事業所調査（平成１４年）

○ 介護費用総額 ： ６兆１３００億円 ／ 平成１６年度

○ 介護保険業務に従事する市町村及び都道府県職員は、平成１４年度で
約２６，０００人とされている。（平成１４年度地方公共団体定員管理調査）

○ 総務省調べに拠れば、平成１５年度の地方団体職員の平均給与月額は
約４５０，０００円とされている。

○ 個々の地方団体の組織体制や予算科目等については把握していない。

地方団体職員のうち介護保険業務従事者数 ： ２６，０００人 （Ａ）

地方団体職員の平均給与月額（H15.4.1) ： ４５０，０００円 （Ｂ）

（Ａ）×（Ｂ）＝約１２０億円 （／月）


